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《要　旨》
　本研究では，在宅高齢者を対象にした訪問による運動の実施者と運動教室の参加者に対して，運
動介入を 3ヵ月間実施し，高齢者の身体機能，身体活動量，自己効力感にどのような影響を及ぼす
のか検討した。また，介入後に在宅で運動を実施し易くするために，訪問型，教室型の参加者に対
して簡易運動を実施するように指示し，運動継続に及ぼす影響を検討した。訪問群はスクワットと
片足立ちを実施し，訪問日以外は，参加者自身が毎日運動を実施した。教室群は，90分間の運動
教室（運動遊び，リズム体操，バランス運動，自体負荷トレーニングなど）を実施し，教室以外で
は，運動の指示はしなかった。対象者は訪問群（女性 24名，70.3 ± 1.8歳）と教室群（女性 25名，
70.2 ± 1.8歳）に無作為にグループ分けされた。測定項目は，30秒椅子立ち上がりテスト（CS-

30），最大一歩幅，Timed Up & Go Test（TUG），開眼片足立ち，身体活動量，自己効力感であっ
た。その結果，両群ともに介入前より介入後に有意な向上が示された。追跡調査の結果，訪問群で
は，TUG，身体活動量は 3ヵ月後，6ヵ月後も維持されていることが確認された。CS-30，最大一
歩幅，開眼片足立ち，自己効力感は 3ヵ月後まで維持されていたが，6ヵ月後には有意に低下して
いることが確認された。一方，教室群では，開眼片足立ちは，介入後の効果が 3ヵ月後まで維持さ
れていたが，6ヵ月後には有意に低下していることが確認された。CS-30，TUG，最大一歩幅，身
体活動量，自己効力感は 3ヵ月後，6ヵ月後には有意に低下していることが確認された。また，簡
易運動の実施状況については，訪問型の方が教室型よりも頻度が有意に多く，両群とも 8-11週間
後に低下した。したがって，教室型の介入後の在宅運動プログラムに簡易運動を用いることはあま
り有効ではなく，介入後の運動継続のためには，訪問型による介入が必要であることが示唆され
た。
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女性高齢者における運動介入後の在宅運動プログラムが身体機能･
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女性高齢者における運動介入後の在宅運動プログラムが身体機能・身体活動量・自己効力感に及ぼす影響：
訪問指導と運動教室の比較

1. 緒言

　超高齢社会を迎えたわが国では，高齢者の疾
病を予防するだけでなく，生活機能の維持・向
上による健康寿命の延伸が必要である。高齢者
が日常的な介護に頼ることなく，心身ともに健
康で自立した生活を営むためには，社会的ケア
のみならず，自身が自律的に健康行動を実施す
ることが求められる。健康を管理するための行
動の一つとして運動の実践がある。そのため介
護予防を目的とした運動介入が，全国各地で実
施されている（厚生労働省，2017）。高齢者が
運動を実施する場合，①自立した高齢者が身体
機能を維持して介護認定を受けないようにする
こと（要支援・要介護認定の予防），②要支援
・要介護認定を受けた高齢者が状況を悪化させ
ないようにすること（介護度進展の抑制）とい
う二つを目的とする場合が多い。さらに，運動
の実施方法は，外出可能な高齢者が施設などで
指導を受けて運動を行う「教室型」と，外出で
きない高齢者が自宅へ指導者の訪問を受けて運
動を行う「訪問型」に分けられる（西口，
2017）。教室型は主に自治体や民間施設で行わ
れており，運動内容は，ダンベル，チューブを
使った筋力トレーニング（丹羽ほか，2007），
セラバンド，自重負荷トレーニング（平瀬ほ
か，2011），健康体操（山田と吉田，2010）な
どがある。施設型では，集団・個別指導による
マシンを使った筋力トレーニング（植田と島
田，2007），訪問型では，自宅において自重負
荷と自己抵抗によるレジスタンストレーニング
が行われている（横塚ほか，2008；橋本ほか，
2012）。また，これらの運動介入は 3ヵ月程度
の期間で終了することが多いことから，健康維
持のためには，運動介入終了後の運動継続を考
える必要がある。
　運動実践の継続は，高齢者の身体機能および
心理面への恩恵が大きいことが報告されている
（Studenski et al., 2011; 中野ほか，2015）。し
かし，高齢者への運動介入の大きな問題点とし
て，教室型による運動介入後の運動継続率の低
さが挙げられる（有田ほか，2013）。教室型に

おける運動介入後の調査では，自宅での運動プ
ログラムの中止率は 3ヵ月後に 25% （Dunn et 

al., 1999），6ヵ月後に 50%になることが報告
されている（Dishman, 1998）。また，マシン
を使った筋力トレーニング教室における 1年後
の筋力トレーニング実施率は，わずか 12%で
あったことが報告されている（van der Bij et 

al., 2002）。
　運動習慣を形成する要因には，個人の身体要
因 （運動可能な身体状況・体力），環境要因（時
間，施設設備，費用，指導者），社会的要因
（周囲の理解，運動集団への所属），および個人
の心理的要因（外発的動機づけ：運動の効果に
対する理解，目的意識，内発的動機づけ：運動
自体の楽しみ，運動志向性，運動有能感）など
が影響するとされている（高井，2013；鍋谷と
徳永，2001）。教室型は，提供される運動プロ
グラムの効果と集団で実施する楽しさから対象
者に満足感を与える。しかし，教室終了後に継
続参加できないといった環境要因，個人では運
動のやり方がわからない，満足感が得られない
といった心理的要因で運動継続が困難となる可
能性が考えられる（滝瀬と大津，2010；斎藤ほ
か，2005）。
　一方，訪問指導による運動介入後の追跡調査
によれば，生活機能は 6ヵ月後も維持され，週
1回 10分程度の運動実施率は，6ヵ月後でも
81%であったことが報告されている（井口と加
藤，2016）。訪問型では，運動指導だけでなく，
対象者の体調の確認や日常生活に関する相談相
手になることも多い。そのため運動指導者と対
象者の間に信頼関係が生まれ，例えば「今週は
良く頑張りましたね。この調子で続けていきま
しょう。」などの外発的な動機づけや目標設定
がし易くなり ,  高い運動継続率を保つことが
できると考えられる（井口と加藤，2016）。さ
らに，運動を継続しようとする意志決定は，体
力の低下に対する危機感や運動の必要性に対す
る目的意識によるところが大きい（鍋谷と徳
永，2001）。また，やればできるという自己効
力感の高まりが運動継続につながることから
（宇惠と辰本，2016；前場と竹中，2012），運動
実施後の「楽しさ」「満足感」など運動効果を
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実感できることが必要である。運動効果を大き
くするには，筋力，持久力，バランス能力など
複数の体力要素を組み込んだ運動が必要である
（Nouchi et al., 2014）。そのため教室型では，
リズムに合わせた集団体操や道具を用いた運動
など多様性のある運動が行われている。運動介
入によって身体機能が大きく向上すれば，運動
有能感が高まり運動継続につながると考えられ
ているが，教室後の運動継続率は決して高くな
い（van der Bij et al., 2002；有田ほか，2013）。
その理由として，施設へ通うために必要な費用
・時間などの経済性の問題と，自宅において一
人で運動するには興味が持てないといった興味
性の問題が考えられる。自治体で開催されてい
る運動教室では，継続者を対象とした教室がほ
とんど実施されておらず（厚生労働省，2016），
運動介入後の運動は民間施設で行うか，在宅で
行うこととなる。しかし，民間施設に通う交通
手段の問題や費用負担も大きく，在宅で教室型
と同様の運動種目数を実施するには，多くの時
間がかかってしまう。さらに，集団で行ってい
た運動を一人で行うという環境の変化から「孤
独感」が生じ，「楽しさ」「満足感」などが低下
するといった運動継続に対するデメリットが大
きいと推察される。
　訪問型運動指導の定義は，市区町村が主体と
なり行われる短期集中サービスで，専門職員が
訪問し運動器機能向上を目的に運動指導を行う
ことである。本研究では，運動内容の選定条件
として，自宅にて一人で行うことが可能な運動
（スクワットと片足立ち）の 2種目運動とした。
訪問型の運動指導のメリットは，在宅高齢者に
対して個別の能力や環境に合致した運動プログ
ラムを提供できることにある。充分なコミュニ
ケーションを図ることが可能であり，高齢者自
身が在宅でも楽しみ，挑戦，満足感などの内発
的な動機づけを得られることが期待される（井
口と加藤，2016）。運動プログラムとして介護
従事者の負担が少なく，指導が容易な簡易運動
が導入されている（橋本ほか，2012）。この簡
易運動とは，開眼片足立ちを左右 1分間，スク
ワットを 10回で構成される。井口と加藤
（2017） によれば，簡易運動と多種目運動（自

重負荷，踏み台昇降による下肢の運動，自己抵
抗による上肢の運動など）を 3ヵ月間の訪問指
導で介入した結果，どちらも介入後 6ヵ月間の
運動継続に有効であったことを報告している。
簡易運動は，種目数が 2種目と少なく，数分で
できるというメリットがあり，多種目運動と同
等の介入効果がある。そのため，教室型運動に
よる介入後の在宅運動プログラムとしてその経
済性が期待される。しかし，教室型の運動プロ
グラムは集団で実施するが，介入後は在宅にお
いて一人で実施しなければならず興味性に差異
がある。したがって，教室型の介入後の運動プ
ログラムとして簡易運動を導入することが，訪
問型と同様に運動継続に効果的なのか検討する
必要がある。
　そこで本研究の目的は，在宅高齢者を対象に
訪問指導と教室型による運動介入を 3ヵ月間実
施し，介入後 6ヵ月間の身体機能，身体活動
量，自己効力感にどのような違いがあるのか明
らかにすることとした。また，介入後に在宅で
運動を実施し易くするために，訪問型，教室型
の参加者に対して簡易運動を実施するように指
示し，運動継続に及ぼす効果を検討した。

2. 方法

2.1. 対象者
　本研究の参加者を募集するため，H市の地
域の回覧板に介護予防運動研究参加者募集のチ
ラシを配布し，自治体の福祉関連施設の掲示板
にチラシを掲示した。男女共に参加者を募集し
たが，応募のあった 65名は全て女性であった。
応募のあった 65名に，厚生労働省（2016） の
示す介護予防事業参加の除外基準である 7つの
項目に当てはまらないこと，運動習慣（1回 30

分以上の運動）が週 3日未満であること，教室
型・訪問型のどちらでも参加できることの選定
基準を満たすかを口頭で確認し， 49 名を対象
者とした（図 1）。対象者を群分けするにあた
り，群分け前に評価項目の測定と質問紙法によ
る調査を行った。49 名の対象者を年齢の高い
順に並べ，交互に教室群（女性 25名，70.2± 

1.8歳）と訪問群（女性 24名 , 70.3± 1.8歳）
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へ割り振った。
　本研究は，東亜大学生命倫理委員会にて承認
（承認日：2016年 9月 24日．受付番号：第 9

号）を得て実施した。倫理上の配慮として，す
べての対象者に研究参加前に本研究の目的と内
容について口頭で説明し，書面による同意を得
た。

2.2. 運動介入
　訪問群に対しては，保健師 1名が 2週間に 1

度の訪問指導による運動介入を 3ヵ月間実施し
た。運動プログラムは，バランス能力と下肢筋
力を高める目的で開眼片足立ちを左足支持で 1

分間，次に右足支持で 1分間行わせた。安全面
を考慮し，バランスを崩した時にすぐに掴まる
ことができる手摺やテーブルを用意した。次
に，スクワットを 10回 1セット行わせた。膝
の角度は，膝関節への過度の負担を避けるため
90度より浅く行うように指示をした。訪問時
以外で実施した運動をイラスト入りの記録票に
記載させ，運動の実施回数を集計した。運動の
頻度は週 3回以上を目標としていたため，体調

不良時および旅行等の用事がある場合を除き，
原則として毎日行うよう指示をした。介入期間
中の簡易運動の実施状況は，4.3± 0.4（回／
週）であった。訪問時には，記録票を確認し運
動実施状況を把握して，「今週は良く頑張りま
したね。この調子で続けていきましょう。」な
どの言葉がけを運動継続への意識づけとして行
った。本研究における訪問型運動教室での運動
内容の選定条件として，自宅にて一人で行うこ
とが可能な運動とした。
　教室群は，地域の公民館にて 2週間に 1度の
集団での運動を 3ヵ月間実施した。血圧，体調
に問題がないことを確認したうえで運動を実施
させた。運動指導は，健康運動指導士 1名が行
った。内容は，ストレッチを含む準備運動を
15分，運動遊び，音楽に合わせたリズム体操，
ペアでのミラーバランス 2分，片足立ち左右 1

分，スクワット 10回，フォワードランジ 10

回，カーフレイズ 10回，ペアでのローイング
10回，壁によりかかるプランク 30秒，ストレ
ッチを含む整理運動 15分までの 90分間とし
た。教室群は訪問群よりも運動量が多いこと，

年齢順に割付 (n = 49) 

教室群に割り振った人数 (n = 25) 

解析された人数 (n = 16) 

訪問群に割り振った人数 (n = 24) 

解析された人数 (n = 25) 

除外 (n = 16) 
・選択基準を満たしていない (n =16) 

追跡不能な人数 (n=0) 追跡不能な人数 (n=0) 

適格性の評価 (n = 65) 

図 1.　訪問群と教室群の割付を示すコンソートダイアグラム
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多くの教室型では自宅での運動プログラムを提
供していないことから（厚生労働省，2016），
教室以外で運動プログラムの提供をしなかっ
た。

2.3. 測定項目
　身体機能の評価には，30秒椅子立ち上がり
テスト（30-seconds Chair-stand Test,CS-30），
最大一歩幅，Timed Up & Go Test（TUG），
開眼片足立ちの測定を実施した。検者は，訪問
指導を担当しない保健師 1名と健康運動実践指
導者 4名が担当し，対象者の割付群が分からな
いようにした。測定場所は，対象者が在住する
地域の公民館で行った。CS-30は 1回，最大一
歩幅は，左右 1回ずつ行った。TUGは， 2回
実施して測定時間が短い方の記録を採用した。
開眼片足立ちは，両手を腰に当て，素足で立た
せ，「片足を挙げて」の合図で 2 m前の目標物
を見て立つように指示した。立位保持可能な時
間についてストップウォッチを用いて秒単位で
測定した（最大 120秒）。支持足の位置がずれ
た場合は，バランスが崩れたとして，それまで
の時間を秒単位で計測した。2回実施して測定
時間が長い方の記録を採用した。
　身体活動量は，国際標準化身体活動質問票
（International Physical Activity Question-

naire, IPAQ）日本語版 Short Version（村瀬
ほか，2002）を参考に IPAQを一部改変して
用いた。質問項目は「外出などで，ほぼ毎日歩
いているか？」「歩く早さは同じ年代の人に比
べ速いか？」「家事や畑仕事など身体を動かす
ことをほぼ毎日しているか？」「趣味や自治会
等のボランティア活動を週 1回以上している
か？」「1回 10分以上の運動を週 1回以上して
いるか？」の 5項目とし，「はい」「いいえ」の
二者択一で選択させた。評価方法は，「はい」
を 1点，「いいえ」を 0点として得点化した。
また，1回 10分以上の運動を週 1回以上して
いる対象者には，種目名，頻度，時間の回答を
求めた。
　運動実施に対する自己効力感の評価には，
Marcus et al.,（1998）による自己効力感尺度
を日本人高齢者の現状に合わせて修正した「運

動実施に対する自己効力感」測定尺度（中山と
川西，2004） を使用した。測定では 5項目（①
疲れている時，②気分が乗らない時，③時間が
ないと感じる時，④旅行や来客などがあった
時，⑤雨または雪が降っている時）の条件下
で，運動する自信があるか否かを「①まったく
ない」「②あまりない」「③どちらでもない」
「④少しある」「⑤非常にある」の 5 段階リッ
カートタイプ尺度で該当する番号を記入させ，
選択した番号の合計を得点とした。

2.4. 調査プロトコル
　運動介入終了後，両群に対して，介入前後，
介入後 3ヵ月と 6ヵ月に CS-30，最大一歩幅，
TUG，開眼片足立ちの身体機能測定，質問紙
法による身体活動量，自己効力感測定の調査を
実施した。訪問群，教室群ともに介入後には簡
易運動を毎日行うよう指示した（体調不良時，
旅行等の用事を除く）。簡易運動を実施した日
には，対象者に記録票に日付と丸印を記載さ
せ，1週間ごとの実施回数を集計した。途中で
簡易運動を 1週間以上行わなくなり，再開しな
かった場合は簡易運動未継続と判断した。

2.5. 統計分析
　測定値は，すべて平均値と標準偏差で記し
た。介入前の両群の基本的属性および評価項目
の比較は，対応のない t-検定で検討した。CS-

30，最大一歩幅，TUG，開眼片足立ち，身体
活動量調査，自己効力感測定尺度の平均値の差
異をみるために，群の違い（訪問群，教室群）
と期間の違い（介入前，介入直後，経過観察 3

ヵ月後，6ヵ月後）による 2要因混合分散分析
を行った。さらに，介入後の自宅での運動の実
施回数の平均値の差異をみるために，群の違い
（訪問群，教室群）と期間の違い（介入後から
1週間ごとの 24週間）による 2要因混合分散
分析を行った。有意な F値が認められた場合，
Bonferroni法による多重比較検定を行った。
統計的な有意水準は，5 %未満とした。また，
効果量は，分散分析においてはイーター 2乗
（η2）を用い，平均値の差の比較には Cohen’s 

d index （d）を用いた。
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女性高齢者における運動介入後の在宅運動プログラムが身体機能・身体活動量・自己効力感に及ぼす影響：
訪問指導と運動教室の比較

3. 結果

3.1. 身体機能の効果と介入後 6 ヵ月間の変化
　介入前の両群の身体的特徴（表 1），介入前
の評価項目について，両群に有意な差は認めら
れなかった。介入前，介入後，経過観察 3ヵ月
後，6ヵ月後における訪問群と教室群の CS-

30，最大一歩幅，TUG，開眼片足立ちの平均
値と標準偏差は，表 2に示す通りであった。2

要因混合分散分析で検討した結果，CS-30，
TUGは，群の要因と期間の要因に主効果が見
られ（CS-30, F(1,47)=10.99, p< 0.01, η2=0.03; 

F(1,47)=63.9, p< 0.01,η2=0.14; TUG, F(1,47)= 

11.18, p< 0.01,η2=1.10; F(1,47)=29.23, p< 0.01, 

η2=2.87），2つの要因による交互作用が見られ
た（CS-30, F(1,47)=6.66, p< 0.01,η2=0.02; TUG, 

F(1,47)=2.86, p< 0.01, η2=0.28）。多重比較を行
った結果，訪問群では CS-30，TUG ともに介
入前よりも介入後，介入後 3ヵ月で有意に向上
し て お り（CS-30, 17.8 vs. 19.1, 18.6 回，p< 

0.01, d=1.25, 0.46; TUG, 5.44 vs. 5.28, 5.33 s, 

p< 0.01, d=0.84, 0.55），介入後と比較して介入
後 6ヵ月で有意に低下することが認められた
（CS-30, 19.1 vs. 18.2 回，p< 0.01, d=0.8; TUG, 

5.28 vs. 5.34 s,  p< 0.01, d=0.32）。教室群では，
CS-30，TUG ともに介入前よりも介入後，介
入後 3ヵ月で有意に向上しており（CS-30, 18.2 

vs. 20.8, 19.6 回，p< 0.01, d=1.95, 0.85; TUG, 

5.32 vs. 5.04, 5.14 s, p< 0.01, d=1.43, 0.92），介

入後と比較して介入後 3ヵ月，6ヵ月で有意に
低下することが認められた（CS-30, 20.8 vs. 

19.6, 18.9 回，p< 0.01, d=0.46, 0.8; TUG, 5.04 

vs. 5.14, 5.22 s, p< 0.01, d=0.26, 0.32）。群間の
差異は，CS-30，TUG ともに介入後において
訪問群よりも教室群の方が有意に良い値であっ
た（CS-30, 19.1 vs. 20.8 回，p< 0.01, d=1.32; 

TUG, 5.28 vs. 5.04 s, p< 0.01, d=1.19）。その他
の期間については群間に有意差はみられなかっ
た。
　最大一歩幅と開眼片足立ちは，期間の要因に
よる主効果が見られ（最大一歩幅，F(1,47) = 

32.6, p< 0.01, η2=0.6; 開眼片足立ち，F(1,47) = 

63.33,  p< 0.01, η2=0.7），2つの要因による交
互作用が見られた（最大一歩幅，F(1,47)=4.63,  

p< 0.01, η2=0.1; 開眼片足立ち，F(1,47)=4.58,  

p< 0.01, η2=0.1）。多重比較を行った結果，訪
問群では 最大一歩幅，開眼片足立ちともに介
入前よりも介入後，介入後 3ヵ月で有意に高く
（最大一歩幅，87.3 vs. 89.9, 89.0 cm, d=0.75, 

0.25; 開 眼 片 足 立 ち，38.3 vs. 61.6, 58.5 s, 

d=0.73, 0.5），介入後と比較して介入後 6ヵ月
で有意に低下することが認められた（最大一歩
幅，89.9 vs. 88.6 cm, d=0.36; 開眼片足立ち，
61.6 vs. 54.2 s, d=0.42）。教室群では，最大一
歩幅，開眼片足立ちともに介入前よりも介入後
で有意に高く（最大一歩幅 , 89.4 vs. 92.1 cm, 

d=0.58; 開 眼 片 足 立 ち，40.6 vs. 66.8 s, 

d=0.76），介入後と比較して介入後 3ヵ月，6

ヵ月で有意に低下することが認められた（最大

数値，M(SD)  

項 目 訪問群  (n = 24) 教室群  (n = 25) t値 

年齢 (歳) 70.3 
(1.8) 

70.2 
(1.8) 

0.06 

身長 (cm) 153.7 
(5.0) 

154.4 
(4.4) 

0.38 

体重 (kg) 51.1 
(3.3) 

53.9 
(6.1) 

1.89 

BMI (kg/m2) 21.6 
(1.5) 

22.6 
(3.0) 

1.52 

表 1.　訪問群と教室群の基本属性



7

東亜大学紀要　第 32号　2021年 4月

交
互

作
用

項
　

目
Pr

e
Po

st
3 

m
6 

m
Pr

e
Po

st
3 

m
6 

m
期

間
群

身
体

機
能

C
S-

30
  (
回

)
17

.8
(0

.9
)

19
.1

 a

(1
.2

)
18

.6
 a

(1
.0

)
18

.2
 b

(1
.1

)
18

.2
(1

.3
)

 2
0.

8 
ac

(1
.4

)
  1

9.
6 

ab

(1
.5

)
18

.9
 b

(1
.2

)
63

.9
 *

*
10

.9
9 

**
6.

66
 *

*

最
大

一
歩

幅
 (c

m
)

87
.3

(3
.6

)
89

.9
 a

(3
.8

)
89

.0
 a

(3
.5

)
88

.6
 b

(3
.7

)
89

.4
(4

.5
)

92
.1

 a

(5
.0

)
 9

0.
0 

b

(4
.3

)
89

.0
 b

(4
.4

)
32

.6
 *

*
1.

55
**

4.
63

 *
*

TU
G

  (
s)

5.
44

(0
.2

0)
  5

.2
8 

a

(0
.1

9)
  5

.3
3 a

(0
.2

0)
  5

.3
4 

b

(0
.1

9)
5.

32
(0

.2
0)

   
5.

04
 ac

(0
.2

2)
   

 5
.1

4 
ab

(0
.1

9)
  5

.2
2 b

(0
.1

9)
11

.1
8 

**
29

.3
 *

*
2.

86
 *

*

開
眼

片
足

立
ち

 (秒
)

38
.3

(2
9.

9)
  6

1.
6 

a

(3
5.

6)
   

 5
8.

5 
ac

(3
5.

3)
   

 5
4.

2 
bc

(3
2.

7)
40

.6
(2

9.
6)

   
66

.8
 bc

(4
0.

5)
  5

4.
7 

b

(3
6.

3)
  4

7.
0 

b

(3
4.

6)
63

.3
3 

**
0.

01
**

4.
58

 *
*

身
体

活
動

量
  (
点

)
 1

.8
(0

.9
)

  2
.3

 a

(1
.1

)
   

 2
.2

 ac

(1
.0

)
   

 2
.1

 ac

(1
.0

)
  1

.6
(1

.0
)

  2
.2

 a

(1
.2

)
  1

.8
 b

(0
.9

)
  1

.7
 b

(0
.9

)
30

.4
6 

**
0.

91
**

6.
61

 *
*

自
己

効
力

感
  (
点

)
 6

.8
(1

.3
)

  7
.8

 a

(1
.0

)
  7

.7
 a

(1
.0

)
   

7.
3 

b

(1
.3

)
  7

.5
(1

.6
)

  7
.9

 a

(1
.4

)
  7

.6
 b

(1
.4

)
  7

.5
 b

(1
.6

)
42

.5
7 

**
0.

38
**

10
.8

2 
**

数
値

，
M

(S
D

)

C
S-

30
, 0

秒
椅

子
立

ち
上

が
り

テ
ス

ト
; T

U
G

, T
im

ed
 U

p 
&

 G
o 

Te
st
；

*,
 p

<0
.0

5；
 *

*,
 p

<0
.0

1

交
互

作
用

に
よ

る
群

内
の

期
間

の
有

意
差

；
a,

 介
入

前
と

比
較

 ; 
b,

 介
入

後
と

比
較

 ; 
交

互
作

用
に

よ
る

群
間

の
有

意
差

, c

訪
問

群
 (n

 =
 2

4)
教

室
群

 (n
 =

 2
5)

主
効

果

Pr
e,

 p
re

-in
te

rv
en

tio
n;

 P
os

t, 
po

st
-in

te
rv

en
tio

n;
 3

 m
, 介

入
後

3ヵ
月

; 6
 m

, 介
入

後
6ヵ

月

表
2.

 訪
問

群
と

教
室

群
に

お
け

る
介

入
前

後
お

よ
び

経
過

観
察

後
の

身
体

機
能

，
身

体
活

動
量

，
自

己
効

力
感

の
平

均
値

と
標

準
偏

差



8

女性高齢者における運動介入後の在宅運動プログラムが身体機能・身体活動量・自己効力感に及ぼす影響：
訪問指導と運動教室の比較

一歩幅，92.1 vs. 90.0, 89.0 cm, d=0.25, 0.36; 開
眼片足立ち，66.8 vs. 54.7, 47.0 s, d=0.2, 0.42）。
群間の差異は，開眼片足立ちが介入後 3ヵ月，
6ヵ月において教室群よりも訪問群方が有意に
良い値であった（58.5 vs. 54.7 s, d=0.11；54.2 

vs. 47.0 s, d=0.22）。最大一歩幅は，全ての期
間で群間に有意差はみられなかった。

3.2. 身体活動量・簡易運動実施状況
　介入前，介入後，経過観察 3ヵ月後，6ヵ月

後における訪問群と教室群の身体活動量の平均
値と標準偏差は，表 2に示す通りであった。2

要因混合分散分析で検討した結果，身体活動量
は，期間の要因による主効果が見られ（F(1,47) 

= 30.46, p< 0.01,η2=0.15），2つの要因による
交互作用が見られた（F(1,47) = 6.61, p< 0.01, 

η2=0.3）。多重比較を行った結果，訪問群では
介入前よりも介入後で有意に向上し（1.8 vs. 

2.3点，d=0.52），介入後と比較し 3ヵ月後，6

ヵ月後でも有意差はなかった。教室群では，介
入前よりも介入後で有意に向上していたが（1.6 

vs. 2.2点，d=0.58），介入後と比較すると 3ヵ
月後，6ヵ月後には有意に低下していることが
確認された（2.2 vs. 1.8, 1.7, d=0.39, d=0.48）。
介入後 3ヵ月，6ヵ月において訪問群の方が教
室群よりも有意に高かった（2.3 vs. 1.8点，
d=0.51; 2.1 vs. 1.7点，d=0.42）。その他の期間
については群間に有意差はみられなかった。
　両群の介入後 6ヵ月間の 1週ごとにおける簡
易運動の実施状況は，群の違いの要因と期間の
要因による主効果が見られたが（F(1,47)=18.82,  

p< 0.01,η2=0.01; F(1,47)=3.95, p< 0.01η2=0.00），
交互作用は見られなかった。群の要因について
多重比較を行った結果，訪問群の方が教室群よ
りも有意に多かった（3.9 vs. 2.6 回／週，
d=1.03）。介入後１週目と比較して，8週目か
ら 11週目で有意な減少が認められ（3.7 vs. 

3.2, 3.2, 3.1, 3.0 回 ／ 週，d=0.49, 0.49, 0.54, 

0.66），11週目以降は 24週目まで有意差はな
かった（図 2）。
　介入前，介入後，経過観察 3ヵ月後，6ヵ月
後における訪問群と教室群の簡易運動以外で運
動している種目別の人数と頻度の平均値と標準
偏差は，表 3に示す通りであった。介入前に
おいて週 1回 10分以上の運動実施した者は，
訪問群が 12名，教室群が 11名であった。訪問
群は，ウォーキングとラジオ体操が 6名，ウォ
ーキングが 6名であり，教室群は，ウォーキン
グとラジオ体操が 7名，ウォーキングが 4名で
あった。両群ともにこれらの運動は，介入後，
3ヵ月後，6ヵ月後も運動プログラムに追加し
て継続されていたことが確認された。
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女性高齢者における運動介入後の在宅運動プログラムが身体機能・身体活動量・自己効力感に及ぼす影響：
訪問指導と運動教室の比較

3.3. 自己効力感
　介入前，介入後，経過観察 3ヵ月後，6ヵ月
後における訪問群と教室群の自己効力感の平均
値と標準偏差は，表 2に示す通りであった。2

要因混合分散分析で検討した結果，期間の要因
に主効果が見られ（F(1,47) = 42.57, p< 0.01,

η2=0.04），2つの要因による交互作用が見られ
た（F(1,47) = 10.82, p< 0.01, η2=0.1）。多重比
較を行った結果，訪問群では介入前よりも介入
後で有意に向上し（6.8 vs. 7.8点，d=0.87），
介入後と比較し 3ヵ月後まで維持されたが（7.8 

vs. 7.7点，ns），6ヵ月後（7.8 vs. 7.3点，d=0.44）
には有意に低下していた。教室群では，介入前
よりも介入後で有意に向上したが（7.5 vs. 7.9

点，d=0.27），介入後と比較すると 3ヵ月後，6

ヵ月後には有意に低下した（7.9 vs. 7.6, 7.5, 

d=0.22, 0.28）。全ての期間で群間に有意差はみ
られなかった。

4. 考　察

4.1. 訪問型と教室型の運動介入期間の効果
　在宅高齢者を対象にした訪問型の利用者と教
室型の参加者に対して，2週間に 1度の運動介
入を 3ヵ月間実施した。本研究で用いた介入中
の運動プログラムは，訪問群が簡易運動，教室
群がストレッチ，運動遊び，音楽に合わせたリ
ズム体操，簡易運動などであった。その結果，
両群ともに CS-30，最大一歩幅，TUG，開眼
片足立ち，身体活動量，自己効力感について，
介入前より介入後に有意な向上が示された。最
大一歩幅，自己効力感は，群間に有意差はみら
れなかったが，CS-30，TUGは介入後に訪問
群よりも教室群の方が有意に上回っていた。つ
まり，訪問型でも教室型であっても介入後に身
体機能が改善し，CS-30，TUGに関しては教
室群の方が訪問群よりも介入効果が大きくなる
ことが明らかになった。
　教室型の運動介入を行った先行研究による
と，介入後に開眼片足立ち，TUG （石橋，
2011），CS-30 （後藤ほか，2015），最大一歩幅，
開眼片足立ち（平瀬ほか，2011; 坂戸ほか，
2007）の改善が報告されている。本研究の教室

群の介入効果は，これらの先行研究と一致して
いた。一方，訪問群は，簡易運動であっても訪
問指導日以外に週 4回以上実施していたため，
開眼片足立ち，最大一歩幅に対する介入効果
が，教室群と同等であったと推察される（橋本
ほか，2012; 井口と加藤，2016）。筋持久力
（CS-30）と移動能力（TUG）については，教
室群の方が訪問群よりも改善が大きかったが，
これは教室群の方が移動を伴う動きが多く含ま
れていたこと，1回の運動時間が 90分と長か
ったことに起因していると考えられる。また，
このことは教室群の方が訪問群よりも運動実施
に対する自己効力感を大きくさせると考えられ
たが（磯貝ほか，1991），両群間に差異はなか
った。教室群の運動介入は集団で指導を受ける
ため，指導者や仲間がいる場合には運動する意
欲が湧くが，個人で自発的に運動をしようとい
う意識は低かったと考えられる。つまり，「疲
れた，時間がない」などのマイナス因子がある
と運動意欲が減衰することが示唆される。一
方，訪問群では，訪問時に「今週は良く頑張り
ましたね。この調子で続けていきましょう。」
などの外発的な動機づけを行っていたため，高
齢者の内発的動機づけを向上させ自己効力感が
高まったと考えられる。これらのことから，教
室群における介入後の自己効力感の変化は，身
体機能への介入効果ほど大きく向上するに至ら
ず，訪問群の自己効力感の変化と同等であった
と推察される。自己効力感の向上には，身体機
能の改善だけでなく個人の心理的要因と深く関
連していることから（田口と柳澤，2007），訪
問群は教室群よりも個別対応が十分にできてい
たことで訪問群と教室群の自己効力感の変化と
同等であったと考えられる。したがって，訪問
型であっても教室型であっても身体機能を向上
させ，そのことが自己効力感の向上に繋がるこ
とが示唆された。

4.2. 運動介入後の追跡調査
　運動介入終了後，両群に対して自宅で簡易運
動を毎日行うよう指示した結果（体調不良時，
旅行等の用事を除く）。訪問群では 6ヵ月後の
簡易運動の継続率は 100 %であったのに対し，
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教室群は，途中で中断した者が 4名おり，継続
率は 84 %であった。両群において，介入前に
ウォーキングやラジオ体操をしていた 23名
（訪問群，12名；教室群，11名）は，6ヵ月後
もそれらの運動を継続していたことが確認され
たことから，介入後に在宅プログラムとして推
奨した簡易運動の有無が運動量を左右している
ことになると推察される。6ヵ月間の追跡調査
を行った結果，訪問群では，TUG，身体活動
量が 6ヵ月後まで維持された。また，CS-30，
最大一歩幅，開眼片足立ち，自己効力感は 3

ヵ月後まで維持され，6ヵ月後に低下している
ことが確認された。一方，教室群では，開眼片
足立ちが 3ヵ月後まで維持されるが，6ヵ月後
には有意に低下した。CS-30，TUG，最大一歩
幅，身体活動量，自己効力感は，3ヵ月後には
低下していることが確認された。つまり，運動
介入後の身体機能，身体活動量，自己効力感
は，訪問群の方が教室群よりも維持されること
が明らかになった。介入後の簡易運動実施回数
は，訪問群の 3.9回 /週に対して教室群が 2.6

回 /週と有意に少なく，このことが身体機能
の介入効果に関連していると考えられる。
　Bandura et.al.（1980）によれば，行動変容
には，自己効力感の予期機能である効力予期を
高めるために動機づけにつながるような適切な
目標を提示することが重要であると報告してい
る。訪問指導の利点は，訪問時に対象者の体調
の確認や日常生活に関する相談相手になって，
「いつ」「どこで」「どんな」運動するかなどの
目標設定する細かな個別対応ができることであ
り，このような外発的な動機づけは，自己効力
感の効力予期を高めることができる（前場と竹
中，2012）。このことにより，訪問群は，介入
した簡易運動が継続されていたと考えられる。
一方，教室群は，介入中教室において集団で簡
易運動を実施していたが，介入後は在宅で一人
で実施しなければならず，「個人での運動は単
調で飽きやすい」「仲間がいないと続かない」
などの興味性の問題が生じていると考えられ
る。野津ほか（2013）によれば，教室での成果
として「運動の効果」とともに「仲間づくり」
が報告されている。このことから，教室から在

宅での一人の運動という環境要因の変化のため
簡易運動を継続できなかったと考えられる。一
方，訪問群は 介入期間から環境要因に変化が
なく，介入中の運動頻度が高かったことから，
教室群と比較して介入後の簡易運動の実施頻度
の差異となったと考えられる。
　本研究では，介入後に在宅で運動を実施し易
くするために教室群の介入中に簡易運動を実施
したが，介入後の簡易運動の実施頻度は，訪問
群の方が多かった。簡易運動には，多種目運動
と同等の介入効果があり，種目数が 2種目と少
なく，数分でできるというメリットから，教室
後の運動プログラムとして，その経済性が期待
された。しかし，教室群では，一人で実施しな
ければならないという興味性の問題から，訪問
型のように高い実施頻度を定着させることがで
きなかったと考えられる。したがって，教室介
入後に簡易運動を用いることは運動継続にあま
り有効ではないことが示唆された。

5. 結論

　本研究では，在宅高齢者を対象に簡易運動を
取り入れた 2週間に 1度の訪問型または教室型
の運動介入を 3ヵ月間実施した。その結果，訪
問型，教室型の両方において身体機能，身体活
動量，自己効力感が向上した。また，下肢筋力
と移動能力に関しては，教室型の方が訪問型よ
りも介入効果が大きかった。6ヵ月間の追跡調
査の結果，訪問型では，身体活動量は 6ヵ月後
まで維持され，身体機能，自己効力感は 3ヵ
月後まで維持された。一方，教室型では，バラ
ンス能力以外の身体機能及び身体活動量，自己
効力感は 3ヵ月後に低下していることが明らか
になった。追跡期間中の簡易運動の実施状況に
ついては，訪問型の方が教室型よりも頻度が有
意に多く，両群とも 8 - 11週間後に低下した。
　これらのことから，教室型の運動介入は，訪
問型よりも身体機能に対する効果が期待される
が，身体活動量や自己効力感を高めるには介入
方法の違いで差異がないことが明らかになっ
た。本研究では，両群の介入後の運動プログラ
ムに簡易運動を推奨したが，教室群は訪問群の
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ように高い実施頻度を維持させることができな
かった。したがって，介入後にも運動継続を維
持させるためには，訪問型のように介入中に在
宅高齢者が一人で実施できる運動を習慣化させ
る必要があることが示唆された。

利益相反自己申告：申告すべきものはなし
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Abstract

   We examined the effects of a 3-month home- and community-based exercise intervention 

program, including a simple exercise program, on the physical function, physical activity, and 

self-efficacy of older Japanese women, and conducted a 6-month follow-up for exercise 

adherence. The simple exercise program consisted of squatting and standing on one leg. 

Participants were randomly divided into home- (n = 24, aged 70.3± 1.8 years) and community-

based (n = 25, aged 70.2 ± 1.8 years) exercise groups. The home-based exercise group 

performed a simple daily exercise program and received a home instruction visit every two 

weeks. The community-based exercise group attended an exercise intervention consisting of a 

simple exercise program, enjoyable exercise, rhythmic and balance exercises, forward lunges, 

and calf raises others every two weeks. Following the intervention, both groups were 

instructed to perform the simple exercise program at home. An analysis of variance indicated 

that the 30-second Chair Stand Test, maximum step length, the Timed Up and Go (TUG) test, 

standing on one leg, physical activity, and self-efficacy in both groups improved significantly 

after the interventions. The results of the 6-month follow-up indicated that physical function 

and self-efficacy were maintained until 3 months post-intervention, and physical activity and 

TUG were maintained until 6 months post-intervention in the home-based exercise group. 

However, these had decreased significantly after 3 months post-intervention in the 

community-based group. The frequency of simple exercise by the home-based exercise group 

was higher than that of the community-based exercise group (3.9 vs. 2.6 times/week). The 

significant decrease of frequency was observed to occur 2 months later for both groups, and 

there were no significant differences between 3 and 6 months. Therefore, these results suggest 

that the simple exercise intervention program was effective for exercise adherence among the 

home-based exercise group but not for the community-based exercise group.

Keywords：older adults, home- and community-based exercise intervention, 

exercise adherence, self-efficacy


